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1．はじめに

米国の連邦議会の現職議員の再選率は，上
院でも下院でも非常に高い．2012 年度につ
いて言えば，上院では 91％，下院では 90％
の議員が再選を果たしている．このように再
選率が高い理由は，いわゆる「現職アドバン
テージ」（incumbent advantage）による．
彼らの政治活動には公費による補助がある
が，潜在的な対立候補の政治活動には同様の
補助はない．しかし，より大きなアドバンテ
ージは現職議員の仕事から生まれる．彼らは
連邦政府の支出を地元に誘導することで，選
挙民の支持を得ることができる．
現職議員たちの再選動機が立法過程におけ
る彼らの行動に影響するだけでなく，議会の
組織の有り様にも影響すると最初に主張した
のはMayhew（1974）である．彼の主張によ
れば，議会の組織は再選を唯一の目的とする
現職議員によって設計されていると考えると
うまく説明できるという．再選という議員の
私的な動機から議会の組織の有り様を説明す
る理論は「分配理論」（distributive theory）１）
と呼ばれるが，その中心に据えられてきたの
が議会内の委員会である．それぞれの管轄に
ついて独占的な議題設定権をもっている委員
会あるいはそれらで構成される委員会制度
は，現職議員の誰もに再選を容易にする何ら
かの便益の分配２）を得ることを可能にする．
「分配理論」においては，委員会は再選とい
う目的を果たすための手段であり，内生的に
決定された組織として概念化されている．
もし「分配理論」が説くように委員会制度

が現職議員の再選のために存在しているなら
ば，実際に彼らが特定の委員会に所属してい
ること（委員会メンバーシップ）で彼らの選
挙民がその委員会が管轄する便益について超
過的な分配を得ていることが確認されなけれ
ばならない．本稿の目的は，連邦議会の委員
会に代表を送り込んでいる選挙民がその委員
会が管轄する便益の分配において有利な扱い
を受けているか否かについて検証することで
ある．言いかえれば，本稿は委員会メンバー
シップと便益の分配との間に体系的な関係性
あるいは経験的な規則性が存在しているかを
検証することを目的としている．
観察単位は州であり，分析対象は国立公園
事業局（National Park Service）が支給す
る公園事業補助金である．なお，2004 年度
から 2010 年度までの偶数年度のデータを用
いて分析を行なう．分析対象としてこの時期
の公園事業補助金を選択する理由は以下のと
おりである．まず，公園事業補助金は伝統的
に典型的な利権だと見なされており，その分
配を管轄する委員会は「選挙民志向型」
（constituency-oriented）であると考えられ
ている．したがって，委員会メンバーシップ
が補助金の分配に及ぼす影響が観察されやす
い素材なのではないかと考えた．公園事業補
助金は利権を意味するポーク・バーレル
（Pork Barrel）をもじって，しばしばパーク・
バーレル（Park Barrel）と呼ばれている．
時期として 2004 年度から 2010 年度までを選
んだのは，①各州への下院議席の割り当てが
2000 年に行われた人口センサスにもとづい
ていることが共通していること，② 2006 年
度以降は連邦政府によって裁量的支出の抑制

査続付き論文

米国連邦議会の委員会制度が各州の
公園事業補助金の受給額に及ぼす影響

大久保　和　宣（京都大学大学院経済学研究科 博士後期課程）
原稿受付日　2013 年 10 月 23 日　原稿採択日　2014 年 1 月 14 日



－ 94 －

財政と公共政策　第 36 巻第 1号（通巻第 55 号）2014 年 5 月

方針が示され，議員たちによる連邦支出の獲
得競争がより激しくなり，それによって委員
会メンバーシップの補助金の分配への影響が
観察されやすくなったのではないかと予想し
たことによる．偶数年度のデータのみを利用
するのは，米国では偶数年に議会選挙が行な
われるからである．もし委員会メンバーシッ
プの補助金の分配への影響が観察されるのな
らば，それは選挙のない年よりもある年に観
察されやすいであろう．
委員会メンバーシップと便益の分配につい
ての計量的な手法による実証研究は数多くあ
るが，先鞭をつけた Ferejohn（1974）以降，
そのほとんどで重回帰分析が用いられてい
る．本稿でも分析方法として重回帰分析を採
用する．本稿ではパネルデータによる分析と
クロスセクションによる分析の両方を行な
う．クロスセクションデータを用いる分析に
比べてパネルデータを用いた分析は以下の点
で優れている．まず個体（本稿においては州）
の異質性をコントロールできる３）．また，よ
り情報が豊富で変動があり，多重共線性のお
それが少ない．さらに，より大きな自由度と
統計的効率性が得られる．パネルデータを用
いた分析では，クロスセクションデータを用
いた場合に発見できないような効果を見出す
ことができる４）．
先行研究のうち特に初期に行なわれたもの
の中には，データの入手可能性の問題から単
年度あるいはひとつの国会期（2年を 1サイ
クルとする）のクロスセクションデータを用
いているものが多い．また，より最近の研究
でも制度改革が行なわれた直後の影響に関心
があるものや国会期間の比較を目的としてい
るものは，クロスセクションデータを用いて
いる．クロスセクションデータによる分析は，
委員会メンバーシップの補助金の分配への影
響が各時点に固有な事情でどのように変化す
るかを見るには良い．要約すると，パネルデ
ータによる分析は時点間をつうじた安定的な
傾向を抽出するのに適しており，クロスセク
ションデータによる分析は特定の時点におけ
る関係性の短期的な変動をとらえるのに適し
ている．

本稿の分析の社会的意義，特にわが国にお
ける意義について述べておかなければならな
い．米国の連邦議会は政策決定において政府
内で強い影響力をもっており，わが国の国会
とは影響力という点で大きく異なっている．
また，わが国の国会でも委員会制度を採用し
ているが，議会内における重要政策に関する
委員会の影響力は米国の連邦議会の委員会ほ
ど大きくない．しばしば，影響力という点か
ら見れば米国の連邦議会の委員会に対応して
いるわが国の機関は，与党の幹部会や議員総
会だと言われる．このような制度的差異から，
連邦議会における立法的産出物，つまり予算
や法律への委員会の影響を分析しても，わが
国の制度の分析にもたらす示唆はあまりない
と考えられるかもしれない．また，わが国で
は立法制度よりも，政治資金制度や選挙区制
度のように選挙過程における議会制度の改革
が問題となることが多い．
しかし，「新制度主義」と呼ばれる実証的
な社会的選択論の発展によって得られた知見
によれば，集合的意思決定の過程では制度は
ほとんどいつも問題になるということである
（Shepsle, 1978, 1979）．米国の連邦議会にお
いてなぜ委員会制度が採用され，そのことが
どのような帰結をもたらす傾向があるかにつ
いて理解することは，選挙過程の制度だけで
なく立法過程の制度も改革されるべき対象で
あることをわれわれに気付かせる．また，委
員会中心主義を採用している米国の議会で決
定される防衛政策や貿易政策はわが国にも影
響するし，EU議会や国際機関においても委
員会制度は採用されており決定される政策は
当然わが国にも影響を与えるから，委員会制
度を採用している合議体で決定される政策が
どのような傾向をもつかについて理解するこ
とはわれわれにとっても重要な課題であると
言えよう．
本稿の構成は以下のとおりである．まず続
く第 2節では，準備として連邦政府の公園事
業の歴史について概略を述べ，なぜ公園事業
補助金が本稿の分析対象として適しているの
かを明らかにする．第 3節では，先行研究の
方法的な問題点を指摘し，本稿が採用する分



－ 95 －

米国連邦議会の委員会制度が各州の公園事業補助金の受給額に及ぼす影響

析方法を正当化する．第 4節では，検証する
仮説の理論的背景と計量モデルについて述べ
る．モデル内の変数およびそれに対応するデ
ータについては，第 5節でより詳しく解説す
る．第 6節では，パネルデータとクロスセク
ションデータによる分析結果を示し，それら
を比較する．最後に第 7節で結論を述べる．

2．連邦政府の公園事業の歴史
本節では分析前の準備として，本稿で分析
対象にしている公園事業補助プログラムを含
む国立公園事業の歴史について短い解説を行
なう．そして，公園事業が典型的利権である
こと，公園事業補助金の供給によって国立公
園事業局が議会内における政治的支持を得る
ことができたこと，しかしそれによって徐々
に国立公園事業局が公園事業のコントロール
権を失っていったことを示す．
国立公園事業局は，歴史的に予算の獲得に
大変苦労してきた政府機関である．この機関
の主要な支持層は，夏季の公園訪問者と環境
保護主義者であったが，前者は広く多様で組
織化されておらず，また国立公園事業局が直
面している政治的あるいは財務的な問題につ
いてほとんど認識していなかった．環境保護
主義者のうち「原理主義者」は，自然環境の
保全については支持しても，その公共利用
（public use）については支持しようとしなか
った．このような状況の中で，国立公園事業
局は，より組織化され伝統的な利権を供与す
る他の省庁と政府内で資金の獲得競争をしな
ければならなかったのである．一方で，業務
の範囲は歴史的に拡大し続けたから，スタッ
フは業務量に比して常に過少であり，国立公
園は不十分なやり方で維持されていた
（Ckarke & McCool, 1996）．
1980 年代に入って，伝統的な利権であっ
た河川・港湾関連の公共事業や冷戦による軍
需の勢いが衰えると，政治家たちは新たな利
権の源として公園事業を再発見した．連邦政
府の予算の厳しい削減を行なったレーガン政
権でさえ，議員たちが彼らの好む事業のため
に多額の予算をつけるのを抑えることに失敗

した．国立公園事業局は利権の供給によって
議会内部に政治的支持者を得ることができる
ようになり，それによって予算規模も拡大す
ることになったが，同時に議案に関するコン
トロール権を失った．国立公園事業局内の専
門家ではなく，議会が議案を設定し詳細にわ
たって指示するようになっていったのであ
る．ある行政官は，「かつては（公園事業に
関する）利権というのは国家的重要性とレク
リエーション的価値の装いをまとって提示さ
れるものだった．しかし，いまや人々は恥を
知らず，そうした外観を整えることさえしな
くなった」と述べて，こうした状況を憂いた
（Newsweek, 1990）．
国立公園事業局の予算は，主に州政府・地
方政府への支援と連邦政府自身の活動に割か
れ，後者はさらにオペレーションと建設にあ
てられる．議会が議案に関するコントロール
権を行使することで，徐々に州政府・地方政
府への支援と連邦政府の建設事業（各州にあ
る国立公園内の施設建設）への支出が増加し，
それによってオペレーションへの支出が圧迫
されるようになっていった 5）．
1989 年から 1993 年まで局長を務めたジェ
ームズ・リンデノウ（James Rindenour）は，
1994 年に出版された回顧録の中で「国立公
園システムが真の意味でシステムであったこ
とはこれまで一度もない」と述べた．彼の在
任期間にわたって，議会から優先度が低い仕
事がやってきて優先度が高い仕事に割くべき
資源を奪った．国立公園システムに既に組み
込まれた国家的な財産（環境的・文化的遺産）
を保護する最低限のニーズを満たすのに失敗
する一方で，議員たちの地元への利益誘導の
ための新しいプロジェクトが続々と予算案に
盛り込まれた．彼はそれを「われわれの国立
公園の血の希釈」（"the thinning of the 
blood of our national parks"）と表現した
（Rindenour, 1994）．
この「血の希釈」の主要な原因のひとつは，
1966 年に制定された国家歴史保存法（the 
National Historic Preservation Act）の中に
規定されている歴史保存補助金である．この
補助金プログラムは，創設以来地元の経済再
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生をもくろむ政治家の関心を引きつけてき
た．例えば，ペンシルヴァニア州スクラント
ン（Scranton）にあるスチームタウン
（Steamtown）は，米国の鉄道システムの発
展に偉大な貢献をした地として歴史保存補助
金の受給対象となったが，Newsweek（1990）
によればそこは単なる錆びた回転用レールの
集積した操車場であり，かの地が補助金を受
けることができたのは，その近辺を選挙区と
するジョセフ・マックダード（Joseph 
McDade）下院議員の努力によるという．ま
た，ラルフ・レグラ（Ralph Regula）下院
議員の地元であるオハイオ州カントン
（Canton）は，元大統領マッキンリーの姻戚
の家（彼の生家ではない）の保存のために
100 万ドル以上の補助金を受けた．下院議員
についてだけでなく上院議員についてもこの
ようなエピソードはある．ロバート・バード
（Robert Byrd）上院議員は，地元ウェスト・
ヴァージニア州に傾斜的に連邦支出を配分し
たことで，「政府の無駄遣いに反対する市民」
（Citizens Against Government Waste）に
よって「利権の王様」（King of Pork）と呼
ばれた人物だが，キース・アルビー劇場（The 
Keith-Albee Theater）は，彼のおかげで議
会での審理なしに 450 万ドルの補助金を得る
ことができた．それは，州内でもっとも大き
く，装飾がすばらしく，並はずれて魅力的な
建築物だとされたが，現在では劇場ではなく
4つのスクリーンをもつ複合映画館として使
われている．
国立公園事業局が議会に議案に関するコン
トロール権を譲り渡したことで，本来は州政
府や地方政府の独自の事業であるはずの公園
事業への連邦政府の補助額は膨張し続けた．
2006 年にブッシュ政権の下で中長期的な裁
量的支出の抑制計画が示されるまで公園事業
補助金の総支出額は増加の一途をたどった．
このように，議員たちにとって公園事業は典
型的な利権であり，補助金の分配への委員会
メンバーシップの影響を見るには格好の素材
だといえる．

3．先行研究
本節では先行研究をレヴューし，その方法
的な問題を指摘する．委員会あるいは小委員
会のメンバーシップという議会内における地
位と連邦支出の分配という財政的帰結との間
に体系的な関係が存在するか，両者の間に経
験的な規則性が見出せるかという問題は，長
い間連邦議会の研究者たちの関心をひきつけ
てきた．Mayhew（1974）は，議員たちは再
選を唯一の目的とする意思決定主体であり，
その目的を達成するために議会を組織すると
考えた．そして，委員会こそまさにそのよう
な組織であると主張した．このような
Mayhew（1974）の主張は，「分配理論」と
呼ばれる一連の理論モデル群が発展する契機
となった．Weingast and Marshall（1988）は，
産業組織論を基礎にこのような主張をより洗
練させた．意思決定の時点が異なる場合には，
個々の法案についてのログローリングは不確
実性をともなう．なぜなら，相手に約束の履
行を強制できないし，自分も相手に約束を確
実に履行することを確信させることができな
いからである．しかし，管轄する政策領域の
異なる委員会に法案についての排他的・独占
的な決定権を与え議員たちがそれぞれ望む委
員会のメンバーになれば，そのような不確実
性は解消できる．したがって，委員会システ
ムは異時点間のログローリングが抱える不確
実性を解消する制度的アレンジメントである
と彼らは主張した．Weingast and Marshall
（1988）が議員（個人）間のログローリング
に着目したのに対して，Fiorina（1981b）は
委員会（集団）間のログローリングに着目し
た．彼によれば，委員会に対する議場の服従，
すなわち委員会の報告した法案が議場でほと
んど修正されずに採用されるという観察事実
は，委員会の間で守られている相互不干渉と
いう互恵主義的な規範から生じる．そして，
この規範が「誰もが彼らが望む何かを得る」
という全救主義（universalism）を補完する
ために内生的に生み出された制度であると彼
は論じた．

Shepsle and Weingast（1987）は，委員会
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の権力が何から生じるかについて議論した．
彼らは議場での意思決定を議員たちによる
「結託」の形成と考え，委員会に授けられた
各種の制度的な特権が委員会の権力の源泉で
あると考えた．委員会には，独占的な議題設
定権が与えられ，かつ議場に法案が上がると
きには修正を禁じる（法案を採決するか否決
するかしか選べない）ルールが付されること
が多い．さらに，重要法案については議院間
の相違は両院協議会で解決されるが，そのメ
ンバーは関連する委員会から選出されるのが
一般的である．両院協議会での調整後に報告
書が作成され各議院で議決を経ることになる
が，両院協議会の報告書の内容は修正するこ
とが禁じられており，議院は採決するか否決
するかの選択しかできない．こうした制度的
アレンジメントによって，委員会は議場に対
して優位な立場にある６）と Shepsle and 
Weingast（1987）は主張した．
「分配理論」の論理的帰結は，委員会とい
う議会内の組織は，それを補助する様々な制
度とともに，委員会のメンバーに再選をより
容易にするために彼らが選挙民に供給する便
益を保証し，その便益は同じような特性をも
つ州や選挙区が受け取るそれと比べて不相応
なものになるというものである（Rundquist 
and Ferejohn, 1975; Weingast and Marshall, 
1988）．たしかに米国の連邦議会の審議過程
は委員会中心主義であるから，連邦支出の分
配を決定する過程において，委員会あるいは
そのメンバーが政治的な影響力を行使できる
特別な地位を与えられていると考えることは
自然である．なぜなら，特定の委員会あるい
はその下位にある小委員会のメンバーは，管
轄する政策領域の連邦支出に関する審議に早
期にかつ直接的に参加できる特権を有してい
るからである．そして，より多くの選挙民の
支持を得たい議員がその地位を利用して，連
邦支出の分配が自分を選出した選挙民に有利
なものになるよう働きかけるということも十
分に考えられる．既述のように理論的・制度
的な背景もあるし，現実のエピソードにも事
欠かない．
しかし，これまでに行われた実証研究では，

委員会のメンバーのいる州や選挙区が連邦政
府の支出の分配において不相応なあるいは超
過的な便益を得ているという結果が一貫して
得られているわけではない．むしろそのよう
な予測を否定するような結果を得たものが相
当ある．例えば，Rundquist and Ferejohn
（1975）が防衛関連の公共調達契約について
分析したところ，関連する委員会のメンバー
がいる州といない州とで調達額に有意な差は
ないことがわかった．また，Rundquist and 
Griffith（1976）は，ある選挙区で選出され
た議員があらたに委員になった前後におい
て，あるいはそれまで委員を務めていた議員
が委員を辞めた前後において，その選挙区に
防衛省が支払う公共調達の額に有意な差がな
いという結果を得た．防衛関連以外の連邦支
出を対象とした研究においても，委員会メン
バーシップと連邦支出の有意な関係を見出せ
なかったものが数多く存在する．例えば，
Carlton, Russell and Winters（1980）は，
学 芸 の た め の 国 立 基 金（the National 
Endowment for Arts）について，委員会メ
ンバーシップはまだ支持基盤の弱い新しい政
策プログラムにおいて官僚の決定を歪める影
響力をもっているが，時間の経過とともにそ
の影響力は弱まっていくという結果を得た．
特定の政策領域だけではなく複数の異なる
政策領域における委員会の影響力について比
較研究を行なったものも多く存在する．
Gryski（1991）は，政府の支出を強力に支持
する者が議会の外部にいるような管轄では，
政府支出の分配において委員会メンバーシッ
プが問題となるという結果を得たが，典型的
にそうであると考えられる農業と銀行を管轄
する委員会については，期待に反して委員会
メンバーシップの有意な影響を見出せなかっ
た．Alvarez and Saving（1997）は，管轄の
異なる複数の委員会について比較研究を行な
い，いくつかの委員会のメンバーを抱える州
がその委員会のメンバーのいない州よりも有
意に多い便益の分配を受けていることを発見
した．例えば，中小企業庁の支給する補助金
については管轄する委員会のメンバーがいる
選挙区では受給額が有意に多くなっていた．
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しかし，伝統的に利権追求型だとみなされて
いるいくつかの委員会，例えば農業や公共事
業を管轄する委員会のメンバーのいる州は，
それによってより多くの分配を得られるわけ
ではないことが分かった．Heitshusen（2001）
は，農業・教育・労働関連の支出の比較研究
を行なった．農業に関しては委員会メンバー
シップと各選挙区における支出水準との間に
有意な正の関係が見られたが，教育と労働に
関する支出については委員会メンバーシップ
の影響は認められなかった．支出水準は，概
ね受給側のニーズを反映して決まっていたの
である．同様に Gimpel, Lee and Thorpe
（2013）は，2009 年度のアメリカ再生・再投
資 法（t h e A m e r i c a R e c o v e r y a n d 
Reinvestment Act）による経済復興策の下
院選挙区への分配額について検証し，いくつ
かの政策領域においては委員会メンバーシッ
プが有意な説明要因となるものの，それらよ
りも既存の需要（例えば選挙区内に敷設され
た道路の距離）の方が支出額の分布を良く説
明できることを発見した．
説明変数に支出額以外の便益，例えば事業
数，雇用創出数をとった分析においても，同
様に委員会メンバーシップの影響が否定され
る結果が多く得られている．例えば，Goss
（1972）は，下院の防衛関連の委員会のメン
バーシップが，基地における軍官・民官の雇
用と防衛産業の民間工場における雇用に及ぼ
す影響について検証した．委員会メンバーシ
ップは，基地内の雇用には正の影響を与えて
いたが，民間工場での雇用とは関係がなかっ
た．また，Arnold（1979）は，陸軍および海
軍の基地開設について，授権委員会
（authorization committee）のメンバーシッ
プには有意な影響を受けるが，歳出小委員会
（appropriation subcommittee）のメンバー
シップには有意な影響を受けないことを発見
した．
観察単位を選挙区や州とする研究が多くを
占めるが，事業を観察単位にした実証研究も
ある．Gist and Hill（1984）は，ロジット・
モデルおよびトービット・モデルを用いて，
都市開発事業の申請が許可される確率につい

て分析を行なったが，プロジェクトの選択に
おいて委員会メンバーシップの有意な影響は
確認されなかった．Hamman and Cohen
（1997）は，都市大量輸送交通機関運営局の
補助事業について，下院の関連する小委員会
のメンバーシップの影響を検証した．授権小
委員会のメンバーシップは申請案の処理にか
かる時間に影響を与えるが，歳出小委員会の
メンバーシップには同様の影響がないことが
わかった．
これらの否定的な結果とは反対に，委員会
メンバーシップが官庁の支出や事業の分配あ
るいは審査期間の短縮に影響を及ぼしている
という分析結果を得た研究も数多く存在す
る．特に，事業の分配について官僚よりも議
会の影響力が大きいと考えられている河川・
港 湾 関 連 の 公 共 事 業（Ferejohn, 1974; 
Rundquist and Ferejohn ,1975; Hird ,1991）
や高速道路建設（Lee ,2000, 2003; Knight 
,2005; Lauderdale, 2008）については，ほと
んどの研究で委員会メンバーシップが支出額
や事業数の分配に影響を及ぼしていることが
確認されている．
委員会メンバーシップと連邦政府の支出そ
の他の便益の分配の関係については，このよ
うに「混合した証拠」（mixed evidences）が
得られている．「混合した証拠」が得られる
理由について，様々に説得力のある主張がさ
れている．例えば，委員会の管轄をその特性
によって，選挙民志向型，政策志向型，権力
志向型の 3つに分類して，そのタイプによっ
て便益の分配への委員会メンバーシップの影
響力が異なると主張するものがある（Fenno, 
1973）．Heitshusen（2001）が発見した農業
委員会（選挙民志向型）と教育・労働委員会
（政策志向型）のメンバーシップの分配への
影響の差異は，こうしたタイプの違いによっ
て説明できよう．また，Rundquist and 
Ferejohn（1975）は，河川・港湾関連の公共
事業と防衛関連の公共調達の分配を比較し，
前者には委員会メンバーシップの影響が認め
られるが後者には認められないことを発見し
た．そして，このような結果は，制度的制約
の差異が生む，便益の分配の決定における議
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会と官僚の相対的な影響力の差異から生じる
と考え，複雑な制度的制約の集合が理論的予
測が素直に実現されるのを阻んでいると主張
した．理論的予測が素直に実現するのを阻ん
でいる制度的制約について，より踏み込んだ
分析を行なったのが Berry and Gersen
（2010）である．彼らは，官庁の幹部に占め
る政治任用者のシェアによって測られた「政
治化の程度」によって，官庁の「政治的感応
性」（議会からの影響の受けやすさ）が異な
ると主張した．
先行研究で得られた「混合した証拠」の原
因は，このような議員の委員会への所属動機
や制度の差異，すなわちデータの発生構造の
差異のみに由来するのだろうか．本稿の主張
は，「混合した証拠」は分析方法の選択から
も生じるというものである．委員であること
によって議員が得る影響力は，能力であって
行動や状態ではない．そして，能力は機会が
なければ発揮されない．したがって，委員会
メンバーシップと便益の分配の関係は常に観
察されるものではない．Adler（2002）の言
うように「選挙民の特別なニーズに応える機
会は，毎年あるいは毎国会期めぐってくるも
のではない」からである．
先行研究のうち特に初期に行なわれたもの
の中には，データの入手可能性の問題から単
年度あるいはひとつの国会期（2年を 1サイ
クルとする）のクロスセクションデータを用
いているものが多い．また，より最近の研究
でも，制度改革が行なわれた直後の影響に関
心があるものや国会期間の比較を目的として
いるものは，分析にクロスセクションデータ
を用いている．「混合した証拠」が得られた
理由のひとつは，クロスセクションデータを
利用した分析にあるのではないか，すなわち
影響力を発揮する機会の有無は時点固有の要
因であり，それによって委員会メンバーシッ
プと便益の分配の関係が攪乱されているので
はないかと推察できる．本稿では，複数の時
点を含むパネルデータによる分析を行なうこ
とで時点固有の効果の影響を抑制する．また，
同時にクロスセクションデータによる分析を
行ない，その結果をパネルデータによる分析

の結果と比較する．そこから引き出される含
意は，もし複数の時点を含むパネルデータの
利用が可能ならば，委員会メンバーシップと
便益の分配の間の関係を抽出するにはそれを
用いて分析することが望ましいということで
ある．

4．方法
本節では，分析方法について述べる．まず，
理論から仮説を導出し，それを特定化する．
次に仮説検証に用いられる計量モデルについ
て解説する．

（1）理論と仮説
「特定の委員会のメンバーによって代表さ
れている選挙民はその委員会が管轄する便益
の分配において不相応なあるいは超過的な便
益を得られる」という仮説は，きわめて直観
的なもののように思われる．しかし，先行研
究のレヴューで示したように，この仮説には
正当な理論的背景がある．この仮説は，方法
論的個人主義と合理的選択論にもとづいて組
み立てられた「分配理論」から導出されたも
のである．「分配理論」に含まれる一連の理
論モデル群は，現職議員と選挙民の行動原理
に関する以下のような仮定を共通の出発点と
する．現職議員は再選可能性の最大化を唯一
の目的として行動する．再選可能性は選挙民
の支持を得るほど高まる．一方，選挙民は消
費による効用を最大化するように行動する．
消費の対象となるのは現職議員が獲得した便
益を変換して得られる財（あるいは獲得され
た便益そのもの）である．したがって，選挙
民はより多くの便益の獲得を現職議員に望
み，彼らがそれを実現するならば支持を与え
る．さらに，複数の異なる種類の便益が存在
し，選挙民の選好は選挙区ごとに異なってい
るという仮定が追加的に置かれる．現職議員
は彼らの選挙民が望むような便益を獲得しな
ければならない．議会内においては，委員会
がそれぞれ管轄する便益の分配において独占
的・排他的な権限をもっている．したがって，
現職議員は選挙民が望む便益の分配を管轄す
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る委員会に所属する．そして，選挙民は彼ら
の代表が特定の委員会に所属していることに
よって不相応なあるいは超過的な便益を享受
することができる．
本稿では分析単位を州とし，典型的利権で
ある公園事業補助金の分配を問題とする．具
体的には，人口 1人あたりの補助金受給額が
委員会メンバーシップによって影響を受ける
か否かを検証する．したがって，特定化され
た仮説は以下のようなものである．

仮説：他の条件を一定として，公園事業を管
轄する委員会のメンバーのいる州は，委員会
のメンバーのいない州よりも，人口 1人あた
りの公園事業補助金の受給額が多い．

（2）計量モデル
分析に用いる計量モデルは，人口 1人あた
り補助金受給額を，公園事業を管轄する委員
会のメンバーシップとコントロールのために
用いられるその他の変数によって説明する単
一方程式システムである．本稿では，クロス
セクションデータとパネルデータの両方を用
いた分析を行なう．推定はクロスセクション
データについてもパネルデータについても
OLSで行なう．パネルデータの分析は，主
体（州）と時点（年度）に固有な効果を考慮
せずに行なう．なぜ，固定効果モデルや変量
効果モデルを利用しないかというと，時点数
が 4つと少ないこともあり，モデルに個別の
主体効果や時点効果を採用すべきかという検
定の結果が否定的で，それらの利用が単純な
プールドモデルよりも推奨されるものではな
かったからである 7）．具体的には，計量モデ
ルは以下のようなものである．

Git=α＋β1 Xit＋β2 Yit＋β3 Zit＋ u

切片αはすべての州に共通であり，非確
率変数である．誤差項 uもすべての州に共通
であるが，こちらは確率変数である．誤差は
正規分布しシステム内の変数と相関していな
いことを仮定する．パネルデータ分析につい
ては，時点による効果はすべての州に共通で

あると仮定され，年度ダミーがモデルに含ま
れている．被説明変数となっている G_itは，
各州の人口 1人あたりの公園事業補助金の受
給額である．説明変数群 X_itは連邦議会の
公園事業を管轄する複数の委員会のメンバー
シップを表わす変数を含んだベクトルであ
る．われわれの関心は，X_itの係数ベクトル
であるβ _1 に含まれる要素の全部または一
部が有意にゼロとは異なり正となるかにあ
る．説明変数群 Y_itと Z_itは，「他の条件
を一定」とするために，すなわちコントロー
ルのために用いられるものである．説明変数
群 Y_itには 1期前の 1 人あたり補助金受給
額，各州の社会的・経済的・地理的な特徴を
表わす複数の変数，加えてパネルデータ分析
の場合は年度ダミー変数が含まれる．また，
説明変数群 Z_itは委員会メンバーシップ以
外の政治的変数を含むベクトルであり，これ
らもコントロールのために用いられる．一票
の重みを表わす人口規模，委員会リーダーの
有無，上院の委員の選挙サイクル８）がこのベ
クトルに含まれる変数である．説明変数の定
義や測定の詳細については第 5節であらため
て述べる．

（3）観察単位
既述のように観察単位は州である．代替的
な観察単位としては下院の選挙区がある．わ
れわれは，補助金の分配に及ぼす下院の委員
会のメンバーシップの影響だけでなく，上院
の委員会のメンバーシップの影響にも関心が
ある．したがって，上院議員の選挙区であり，
かつ複数の下院議員の選挙区を含んでいる州
を観察単位とする．連邦政府の報告書では，
州を単位として支出額が集計されていること
が多いから，ほとんど加工せずにすぐ利用で
きるデータが入手できるというのも観察単位
を下院選挙区ではなく州とする理由であ
る９）．また，州単位でしか集計・公開されて
いない統計もある．例えば特定の産業の従事
者が労働人口に占める割合である．なお，分
析には 50 州すべてのデータではなく，アラ
スカ州とハワイ州を除いた大陸 48 州のデー
タのみを用いる．地理的・地政学的な理由か
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ら，アラスカ州とハワイ州については大陸
48 州と連邦支出の分配パターンが異なると
考えられるからである．この 2州を除くとい
う取扱いは先行研究の多くにおいても採用さ
れており，本稿でもそれを踏襲した．

5．変数とデータ
本節では，計量モデルに含まれる変数につ
いて解説する．そして，それらに対応するデ
ータの出所に関する情報を提供する．また，
回帰分析を行なう前に分布の正規性と相関行
列をチェックする．

（1）  被説明変数－人口 1人あたりの公園事業
補助金受給額

被説明変数は，各州の人口 1人あたりの公
園事業補助金の受給額である．公園事業補助
金は，大きく歴史保存補助金（有形無形の歴
史的・文化的資産の同定・評価・保護事業へ
の補助）とその他の補助金（アウトドア・レ
クリエーションのための施設や土地の獲得と
開発事業への補助）に分類できる．2010 年
度においては，前者は国立公園事業局が支給
している補助金支出額の 61.8%，後者は約
38.2%を占めている（表 1）．

米国の連邦政府が州政府やその下位の地方

政 府 に 支 給 す る 政 府 間 補 助 金
（Intergovernmental Grants）を配分方法に
よって分類すると，大きくフォーミュラ補助
金（formula grants）とプロジェクト補助金
（project grants）に分かれる．フォーミュラ
補助金とは，法律や行政規則に定められた配
分公式（allocation formula）や法定シェア
（legislative percentage）にもとづいて，承
認された補助金予算の総額から自動的に配分
を受けるものである．また，補助対象となる
行政活動は継続的なものである．例えば，環
境保護庁の支給する水質清浄法第 106 条補助
金は水質汚染管理行政の費用を補償するフォ
ーミュラ補助金であり，表層水の汚染の程度，
域内の事業所数，都市人口，水資源利用量な
どを構成要素とする配分公式にもとづいて各
州に配分されている．これに対して，プロジ
ェクト補助金とは，基本的に単発の事業につ
いて支給されるもので，通常は競争的に獲得
される補助金である．ただし，議会が立地と
受給者を指定するイヤーマークは，競争的資
金獲得過程を回避することができる．
一般に委員会メンバーシップの連邦支出の
分配への影響を検証するには，フォーミュラ
補助金よりもプロジェクト補助金の方が適し
ていると言われる．後者のほうが政治的な操
作にさらされやすいと考えられているからで
ある．Reid（1980）は，1973 年における 5

表 1　国立公園事業補助金支出額の内訳

出所　著者作成（元データは Fedral Aid to States 2010 年度版）
* Urban Park and Recreation Fund の要求額・支出額は，2010 年度はゼロであったので表 1
には記載されていない（NPS, 2010）．
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つの医療補助プログラムの地理的分布を分析
し，そのような主張を裏付ける結果を得た．
Rich（1989）が行なった 6つの都市開発プロ
グラムに関する分析や Svorny（1996）が行
なった職業訓練プログラムでも同様の結果が
得られている．
本稿で分析対象としている公園事業補助金
の う ち， 歴 史 保 存 補 助 金 の Civil War 
Battlefieldsと Save America’s Treasureは，
純粋なプロジェクト補助金である．また，ア
ウトドア・レクリエーション補助金のうち，
Urban Park and Recreation Fundも純粋な
プロジェクト補助金である．2つの補助金カ
テゴリーにおいて支出額の大きな部分を占め
る Historic Preservation Fund Grant-in Aid
と Outdoor Recreation － Acquisition, 
Development and Planningの配分方法は，
これらとは異なり，フォーミュラ補助金とプ
ロジェクト補助金のハイブリッド型である．
支出が認められた基金の一定額は準備金とし
て各州に均等に割り当てられ，残額はニーズ
に応じて割り当てられる．このニーズに応じ
た割当はあらかじめ定められた客観的な基準
にもとづいて行なわれる．割り当てられた額
はいずれも準備金としての性質をもつもの
で，連邦政府による実際の支出額ではない．
各州には最大その上限までの補助金が支出さ
れるが，国立公園事業局に事業を申請しそれ
が承認されなければ実際に支出されない．も
し割り当てられた準備金を定められた期間に
使いきらなかった場合は，その部分は別勘定
となり他の州に再度割り当てられる．10）補助
金の配分方法の違いによって委員会メンバー
シップの影響の現れ方に違いがあるかという
問題は興味深いが，それについては別稿で論
じることにする．
本稿では，理論的な概念である「便益」を
補 助 金 の 受 給 額 と し て 作 業 化
（operationalization）しその人口 1人あたり
額を被説明変数としているが，実証研究にお
いてこの概念をどのように作業化するかは難
しい問題である．Bickers and Stein（1997）
は，被説明変数には当年の支出額ではなく事
業数を，しかも新規に着工されたそれを採用

すべきだと主張した．議員たちは功績の主張
の機会を探しているので彼らにとって重要な
のは事業の授与数であり，また新規に着工さ
れた事業の方がすでに着工されている事業よ
りも選挙民に訴求するので前者のみを問題と
するべきだというのである．これに対して，
Frisch（1999）は，支出額の多寡によって選
挙民に対する訴求力も異なるので，支出額こ
そ問題にすべきであると主張した．同時に
Bickers and Stein（1997）が官僚に配分の
裁量権があるプログラムも含めた集計データ
を用いているのを批判した．そして，問題と
すべきなのは立法段階における議会の裁量で
あ り， し た が っ て イ ヤ ー マ ー ク
（eamarks）11）のデータを実証分析に用いる
べきであると主張した．
本稿の分析においては，Frisch（1999）に

ならい被説明変数は支出額で測られる．しか
し，対象をイヤーマークには限定しない．イ
ヤーマークは連邦支出のごく一部であるし，
官僚に配分の裁量権があるものでも議会の影
響力が及びにくいと先験的に判断すべきでは
ないからである 12）．なお，複数の年度のデー
タを含むパネルデータを用いた分析を行なう
ので，補助金の額は 2005 年を 100 とするイ
ンプリシット・プライス・デフレーター
（implicit price deflator）によって実質値に
変換されている．

（2）説明変数－委員会メンバーシップ
次に説明変数について見てみよう．まず主
要な関心の対象である委員会メンバーシップ
を表わす変数について述べる．委員会メンバ
ーシップ変数は，その州に委員がいれば 1を，
いなければ 0を割り当てている．本稿では委
員会ではなく小委員会のメンバーシップに着
目している．補助金プログラムを含む公園事
業に関する実質的な意思決定を行っているの
は小委員会だからである（Deering, 1982; 
Deering and Smith, 1997）．公園事業を管轄
する委員会は，上院と下院にそれぞれ 2つず
つある．それらは歳出小委員会と授権小委員
会である．歳出小委員会は，管轄する官庁の
歳出の承認を任務としている．一方，授権小
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委員会は管轄する特定の政策領域について支
出の根拠となる法律の制定・改廃・更新（再
授権）を行なうことを任務としている．
歳出小委員会のメンバーは公園事業補助金
の毎年の支出に関する意思決定に直接的に関
与するが，授権小委員会はそうではない．軍
事関係の研究開発，試験，評価事業について
は，年度ごとに授権委員会の承認が必要とさ
れているが（Gist, 1981），他の多くの授権委
員会は毎年の歳出についてそのような関わり
方をしない．あくまで授権法の制定・改廃・
更新をつうじて間接的に関与するのみであ
る．しかし，授権委員会のメンバーが歳出小
委員会に働きかけて，補助金の分配を間接的
に操作する可能性も十分に考えられる．なぜ
なら，歳出小委員会のメンバーは対応する授
権委員会で経験を得た者の中から徴用される
（Fenno, 1973）のが一般的であるから，長く
授権委員会にいるメンバーにとっては歳出小
委員会のメンバーは知己であり，個人的なコ
ネクションを利用して補助金の分配に影響を
与えることができるからである．また，授権
小委員会が集団として，歳出小委員会に対し
てもっている交渉手段もある．歳出法案に含
まれている支出は対応する授権法が制定・更
新されないと実行できない．したがって，授
権小委員会のメンバーは自らの管轄に含まれ
る授権法の成否を交渉のカードにして，歳出
小委員会のメンバーを脅し，望むような補助
金の分配を実現させることができるかもしれ
ない．先行研究の中には，歳出小委員会のメ
ンバーシップのみの影響を検証しているもの
も多いが，本稿では歳出と授権の両方の小委
員会のメンバーシップの補助金の分配への影
響を検証する．
歳出と授権という小委員会の管轄の違いに
よって，補助金の分配への影響が異なってい
るかという問題は興味深い．先行研究の結果
が示すところによれば，少なくとも下院につ
いては管轄によって委員会あるいは小委員会
のメンバーの特性に差異があるとされてい
る．Fenno（1966; 1973）によれば，下院の
歳出小委員会のメンバーは，その小委員会が
管轄する便益と関連の薄い選挙区の議員が選

ばれる傾向があるという．少なくとも 1960
年代までは，歳出委員会には国庫の守護者と
いうイメージがあり，議会関係者のインタビ
ューの分析から彼が得た結果はそれを確証す
るものであった．また，Pooleと Rosenthal
が開発したイデオロギー指数である
DW-NOMINATE（Poole and Rothentahl, 
2007）や様々な利益団体が選挙民に投票の参
考にしてもらうように公開しているスコア 13）

を用いて Cox and McCubbins（1993）が行
なった分析によれば，下院の歳出委員会内の
選好の分布は議場の選好分布を代表するもの
になる，すなわち一般的なイデオロギーにお
いても特定の経済利益に限定された選好にお
いても，委員会のメンバーに特有なバイアス
はないという．しかし，Shick（1980）は，
1970 年代の下院の予算制度改革で予算委員
会が創設され，他の委員会（歳入委員会，歳
出委員会，授権委員会）を統括するようにな
ってから，下院の歳出委員会は国庫の守護者
から支出の要求者に変質したと主張した．こ
れに対して，Adler（2000）は 1970 年代の予
算制度改革以前から歳出小委員会のメンバー
の選好の分布は議院を代表するようなもので
はなかったと主張している．彼は，モンテカ
ルロ・シミュレーションによって，1960 年
代の初頭には歳出小委員会のメンバーの構成
が議院の選好の分布を代表しないものにな
り，全体として管轄する利権に高い需要をも
つ選挙区から選ばれるようになったこと，そ
れ以来大きな変化がないことを発見した．わ
れわれは Shick（1980）や Adler（2000）に
ならい，公園事業の歳出小委員会のメンバー
シップが補助金の分配に与える影響は正であ
ると予測する．つまり，歳出小委員会のメン
バーは地元への利益誘導の機会があればそれ
を行なうと考える．
一 方，Fenno（1973） も Cox and 

McCubbins（1993）も，公園事業を管轄に
含む下院の内務関連の授権委員会は，典型的
な地元志向（constituency-oriented）の委員
会だとしている．すなわち，委員会内の選好
の分布は議院のそれを代表するものになって
いない．下院の内務関連の授権委員会のメン
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バーは，委員会が管轄する便益とより強い結
びつきをもつような特性を備えた選挙区から
選出される傾向がある．地元への利益誘導の
機会があれば，歳出小委員会のメンバーと同
様にあるいは彼らよりも熱心に，授権小委員
会のメンバーもそれを行なうであろう．した
がって，授権小委員会のメンバーシップを表
わす変数の係数の予測される符号も正であ
る．
同じ管轄をもつ委員会のメンバーシップの
補助金の分配への影響が議院間で異なってい
るかという問題も興味深い．下院と同様に上
院の歳出小委員会と授権小委員会についても，
委員会メンバーシップが人口 1人あたり補助
金受給額に及ぼす影響は正であると考えられ
るが，上院と下院には各種の制度的な差異が
ある．制度的な差異は，各院の小委員会の影
響力に差異をもたらすかもしれない．例えば，
歳出小委員会と授権小委員会のメンバーを兼
務することは下院では原則として認められて
いないが，上院では良く見られる慣行である．
上院は相対的に規模の小さな議院であり，1
人の議員がいくつもの委員会あるいは小委員
会のメンバーを務めなければならない．もし
この兼務によって議員間のコミュニケーショ
ンの機会が増し，ログローリングがしやすく
なるのであれば，補助金の分配への委員会メ
ンバーシップの影響は，下院よりも上院で観
察されやすくなるかもしれない．また，上院
のみが官庁の政治任用者について助言と承認
を行なう権限をもっているから，官庁にとっ
てより重要な議院は上院である．最終的に補
助金の分配と支出を決定している官庁は，下
院の小委員会のメンバーよりも上院の小委員
会のメンバーによる政治的影響力の行使に対
してより感応的であるかもしれない．
本稿の分析における委員会メンバーシップ
を表わす変数の取扱いについては，問題がな
いわけではない 14）．観察単位を州としている
場合に，上院と下院の委員会のメンバーシッ
プを同列に扱うことには疑問がある．上院議
員は州全体を選挙区としているのに対して，
下院議員は州の一部を選挙区としているから
である．補助金を利用して行なわれる事業に

広い地理的範囲へのスピルオーバーがない限
り，下院議員の関心は自分の選挙区で行なわ
れる事業だけに限られているかもしれない．
しかし，実際にはひとつの事業が複数の選挙
区にまたがって行なわれる事例が多いこと，
事業がひとつの選挙区で行なわれる場合でも
少なくとも近隣の選挙区にはいくらかのスピ
ルオーバー効果があることから考えると，下
院の委員会のメンバーも自分の選挙区だけで
なく同じ州内で行なわれる他の選挙区の事業
にも関心をもつだろうと考えられる．

（3）説明変数－非政治的変数
各州には社会的・経済的・地理的な差異が
ある．これらの差異は公園事業へのニーズの
差異を生みだすかもしれない．そして，ニー
ズの差異が補助金の分配に反映されるのであ
れば，それを適切にコントロールしなければ，
委員会メンバーシップの分配への影響を正確
に測ることはできない．本稿の分析では，失
業率，旅行業従事者シェア，州内の国立公園
の数，地域ダミーをコントロール変数として
用いている．さらに，各時点における固有の
（しかし州の間では共通だと仮定される）効
果をコントロールするために年度ダミーを用
いている．また，1期前の人口 1人あたり補
助金受給額を，他の説明変数で捉えきれなか
った州の異質性を捉えるために用いてい
る 15）．

①失業率
もし公園事業がマクロ経済政策の一環とし
て行なわれるのであれば，各州の失業率の差
異は補助金の分配に影響すると考えられる重
要な要因である．もちろん公園事業の本来の
目的は景気の刺激ではない．しかし，少なく
とも 2009 年度以降，アメリカ再生・再投資
法の下で既存の公園事業プログラムのいくつ
かが明示的に財政政策の一部として行なわれ
た．この変数が有意な係数をもつのであれば，
その符号は正であると予測される．すなわち，
失業率の高い州ほど人口 1人あたりの補助金
受給額は多くなる．
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②旅行業従事者シェア
旅行業は公園事業と強いつながりをもつ産
業である．ある州において旅行業の従事者が
多ければ，議員たちはより多くの公園事業補
助金を獲得するインセンティブをもつだろ
う．したがって，この変数は正の係数をもつ
ことが予想される．

③州内の国立公園の数
公園事業補助金は，原則として州政府のイ
ニシアティブによる新規の事業への補助のた
めのものであるので，連邦政府の国立公園シ
ステムに含まれる既存の施設との直接的な関
係はない（それらと関連があるのは連邦政府
自身の活動における建設支出だが，それは本
稿の分析の対象ではない）．しかし，先行研
究のいくつかでは説明変数として国立公園の
数を採用しており，いずれも有意な正の係数
をもつという結果を得ている 16）．本稿でもこ
の変数を回帰式に含めて分析を行なった．結
果を先取りすれば，この変数は有意な説明変
数にはならない．国立公園の数を面積に置き
換えてもそれは同様であった．

④地域ダミー
米国は，北東部，中西部，南部，西部と大
きく 4つの地域に分けられる．本稿では西部
をベースとして，北東部，中西部，南部の 3
つの地域ダミー変数を含めた分析を行なっ
た．地域ダミーは集団的な固定効果を表わし
ている．地理的に近接した州には，文化的・
歴史的類似性およびそこから生じるニーズの
共通性がある．例えば，西部では自然が豊富
でアウトドア・レクリエーションも盛んであ
る．北東部は初期の入植地で関連する史跡が
多い．中西部にはインディアン文化という無
形の遺産がある．南部には，黒人文化と市民
戦争に関連する歴史的・文化的遺産が数多く
ある．

⑤年度ダミー
2006 年度の予算教書でブッシュ大統領は，
財政規律回復策の一環として中長期的な裁量

的支出の抑制方針を表明した．2007年度には，
2012 年度までの 5 年間の歳出額を予算教書
の見通し額の範囲内に抑制するキャップ制を
導入し，これを超過する場合には，上院の 5
分の 3（60 票）以上の賛成を得た上で（例外
経費を除いて）一律削減を行うことを定めた．
この結果，裁量的支出の伸びは，インフレ率
以下に抑えられ，より緩やかになった．また，
成果が乏しいあるいは優先度の低くなったと
判断されたプログラムが大幅に削減・廃止さ
れたことにより，歳出の基礎である授権枠の
規模は明確な減少傾向を示している（CRS, 
2013）．実質額で見ると，裁量的支出の一部
である国立公園事業補助金の支出総額も，
2006 年度をピークとして一貫して減少し続
けている（図 1）．支出総額が減れば分配に
も影響が出るだろう．年度を経るにつれ平均
的には各州の受給額は減っていくと考えられ
る．本稿の分析では，2004年度をベースとし，
2006 年度，2008 年度，2010 年度の 3 つの年
度ダミーを回帰式に含める．2006 年度のダ
ミー変数は正の係数をもつことが，2008 年
度と 2010 年度のダミー変数は負の係数をも
つことが予想される．

⑥過年度の補助金受給額
本稿では 1期前の人口 1人あたり補助金受
給額を回帰式に含めている．もし当期の補助
金の分配パターンが前期と同じならば，予測
されるこの変数の係数の符号は正である．す
なわち，前期に人口 1人あたりでより多くの
補助金を受給した州は，当期においてもより
多くの補助金を受給している．

（4）説明変数－その他の政治的変数
補助金の分配に影響する委員会メンバーシ
ップ以外の政治的変数として，人口規模，委
員会リーダーの有無（ダミー変数），上院の
委員の選挙サイクル（ダミー変数）の 3つを
考える．

①人口規模
本稿では説明変数として各州の人口規模を



－ 106 －

財政と公共政策　第 36 巻第 1号（通巻第 55 号）2014 年 5 月

用いる．人口の多いところでは，アウトドア・
レクリエーションや歴史的・文化的遺産の保
存への需要も多くなるということもあり得よ
うが，本稿では州の間の政治的影響力の不均
一性，一票の較差を表わすものとして人口規
模を用いている．
米国の議会は上院と下院からなるが，代表
の選出制度が異なっている．上院については
各州が等しく 2名の代表を選出する．下院に
ついては，10 年ごとの人口センサスにもと
づいて人口比で各州に議席が割当てられる．
このため，しばしば上院議員は州の代表，下
院議員は人民の代表と呼ばれる．上院議員に
ついては各州の人口が異なるので，議員 1人
が代表している人民の数は当然異なる．言い
換えると人口の少ない州の方が 1票の重みが
大きい．また，下院議員についても議席割当
てが更新されるのは 10 年ごとであるので，
その中間年においては議席が人口比を反映し
たものになっていない．さらに端数処理によ

って 1 議席得られる州と得られない州があ
る．また，人口の少ない州にも最低 1議席が
与えられている．これらの事情によって，下
院でも一票の較差が生じる．
代表選出制度のこのような問題は，「過剰
代表」（overrepresentation）や「歪んだ割
当て」（malapportionment）などと呼ばれ，
民主主義的価値からは望ましくないものとさ
れる．これまで多くの研究者によってこうし
た代表選出の歪みの連邦支出の分配への影響
が検証されており，概ね一票の重みが連邦基
金の分配に有意な正の影響を及ぼしているこ
と が 確 認 さ れ て い る 17）．Boyle and 
Matheson（2009）は人口と連邦支出の負の
関係を，Lee（1998, 2000）は人口の逆数と連
邦 支 出 の 正 の 関 係 を，Atlas, Gilligan, 
Hendershott, and Zupan（1995）は人口 1
人あたり議員数と人口 1人あたり連邦支出の
正の関係をそれぞれ見出した．本稿では人口
規模を 1 票の重みを表わす指標として用い

図 1.　公園事業補助金の支出総額（実質額）の推移

データ出所 : Federal Aid to States 各年版
* 2005 年を 100 とする implicit price deflator で実質化した額（千ドル）
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る．予想される係数の符号は負である．すな
わち，人口の少ない（1票の重みが重い）州
ほど人口 1人あたりの補助金受給額が多くな
ると予測される．

②委員会リーダーの有無
各州に委員会のリーダーがいるか否かを表
わすダミー変数を導入する．ここでいう委員
会のリーダーとは，委員長，委員会の少数党
筆頭幹事（Ranking Member of Minority），
小委員長，小委員会の少数党筆頭幹事である．
委員会のリーダーたちは制度上特別な地位に
あり，同輩委員の中でも特殊な存在であ
る 18）．人口が議場レベルで各州がもつ政治的
影響力の異質性を表現するものであるとすれ
ば，この変数は委員会レベルにおける各州の
政治的影響力の異質性を表現するものであ
る．委員会のリーダーがいる州には 1を，い
ない州には 0を割り当てる．この変数の係数
は正になると予測される．

③上院選挙サイクル
下院議員は任期が 2年間であり，2年ごと
にすべての議員が選挙に臨むことになる．一
方，上院議員の任期は 6年間であり，2年ご
との議会選挙には約 3分の 1の議員のみが臨
む．しばしば，上院では選挙サイクルにあた
る議員に連邦支出の傾斜的な配分が行なわれ
ていると言われる．Shepsle, Van Houweling, 
Abrams,and Hanson（2009）は，各院の歳
出法案（上院ヴァージョンの法案と下院ヴァ
ージョンの法案）について分析し，上院では
選挙に臨む議員のいる州が傾斜的な配分を受
けているが，下院でこれを先読みし対抗する
ような内容の歳出案が可決され，結果として
循環的な連邦支出の分配の変動が抑制されて
いることを発見した．本稿でも，その年に選
挙に臨む上院の委員のいる州を表わすダミー
変数をコントロール変数として導入し，その
分配への影響を検証する．選挙に臨む上院の
委員のいる州には 1を，いない州には 0を割
り当てる．予測される係数の符号は正である．

（5）説明変数－用いられなかったもの
本稿の分析では，補助対象となる事業の価
値，公園事業に影響を受ける旅行業以外の産
業の労働者のシェア，所得，連邦政府のデー
タベースに登録された州内の歴史・文化遺産
の数は説明変数として用いなかった．その理
由は以下のとおりである．

①事業の価値
もし可能ならば，補助金プログラムの対象
となった事業の価値をコントロール変数とし
て入れるべきであろうが，そのようなデータ
を見つけることができなかった．しかし，た
とえ事業価値の評価が実施され公開されてい
たとしても，その評価額が政治的な操作を受
けていないという保証はない．

②他の産業の労働者のシェア
本稿では各州の労働者に占める旅行業従事
者シェアを変数として用いたが，連邦政府が
支援する公園事業から恩恵を受ける産業は他
にもある．例えば，史跡の修復事業には専門
の建築業者が関わるし，修復の終わった施設
は観光資源となりホテルや飲食店がその恩恵
を受ける．さらに，史跡の価値評価や修復事
業およびその後の施設運営には，経済学，歴
史学，建築学などを修めた専門家が必要とさ
れる（Rypkema, Cheong and Mason, 2011）．
連邦政府の労働人口統計では，これらより粗
い産業あるいは職業分類が採用されているこ
とから，その数および州内の労働者に占める
割合を正確に把握することができなかった．

③所得
先行研究では，平均所得や中位家計所得が
コントロール変数として採用されていること
が多い．しかし，各州の所得に関するデータ
は，一票の較差の指標である人口と高い相関
をもつ（相関係数が 0.9 を超える）．多重共
線性による推定への影響を懸念し，所得に関
する変数は回帰式に含めなかった 19）．

④州内の有形・無形の歴史・文化遺産の数
各州にある有形・無形の文化遺産で連邦政
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府のデータベース（National Register of 
Historic Places20））に登録されているものの
数を回帰式に含んだ予備的な分析を行なった
が，この変数は有意な係数をもたなかった．
国立公園事業は，新規事業についての補助を
行なうものであるから，登録済みの文化遺産
の数と補助金の受給額には直接的な関係はな
いものと思われる．

なお，本節（1）から（4）で示された各変
数に対応するデータの出所は，表 2のとおり
である．

（8）分布の正規性と説明変数間の相関
推定を行なう前にデータの分布と説明変数
間の相関についてチェックする．分布の非正
規性と説明変数間の高い相関は推定に問題を
もたらすからである．

①分布の正規性のチェック
まず，公園事業補助金の各州への配分状況
について確認しておこう．図 2に 2010 年度
の人口 1人あたりの受給額についてデータが
示されている．2010 年度においてすべての
州の中で人口 1人あたりの受給額がもっとも
多かったのは，ミシシッピ州で 2.37 ドルで
ある．反対に，人口 1人あたりの受給額が最
も少なかったのは，イリノイ州で 0.10 ドル
である．公園事業補助金の各州の人口 1人あ
たりの受給額は多様であることがわかる．わ
れわれの関心の的は，委員会メンバーシップ
が人口 1人あたりの補助金受給額の多様性を
説明するひとつの要因であるかという点であ
る．
時点に配慮せず，2004 年度・2006 年度・
2008 年度・2010 年度の 4 時点のデータをま
とめて中央値と平均値を比べてみると，中央
値より平均値が大きく，分布が右に歪んでい

表 2.　データの出所
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ることが分かる．失業率，旅行業従事者シェ
ア，国立公園の数，人口についても同様の傾
向が見られる（表 3）．変数の分布の正規性は，
正確な推定を行なう前提である．したがって，

これらの変数については対数変換した値を推
定に用いる．対数変換を施すことで分布の歪
みは抑制される．

図 2.　各州の人口 1人あたりの公園事業補助金受給額（2010 年度・名目額・ドル）

データ出所 : Federal Aid to States 2010 年度版（センサス庁）
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②説明変数間の相関（多重共線性のチェック）
説明変数について相関行列をチェックした
ところ，対数変換した後のデータについては
多重共線性が懸念されるような高い相関を示
すものはなかった 21）．したがって，すべての
説明変数を回帰式に含んだ推定を行なった．
推定を行なったのちに VIF（Variance 
Inflation Factor）を計算してチェックした
が，多重共線性が存在することを示す目安と
なる 10 を超えるものはなかった．

6．結果
本節では，クロスセクションデータの分析
結果，パネルデータの分析結果の順に報告し，
これらを比較する．それぞれの推定結果は，
表 4のとおりである．なお，それぞれ標本を
人口規模によって二分し，Goldfeld-Quandt
検定によって不均一分散の有無を検定した
が，2つのサブ・サンプルで誤差項分散の有
意な差はなかった．

（1）クロスセクションデータによる分析結果
有意水準 5％を採用すると，上院の歳出小
委員会と下院の授権小委員会についてはいず
れの年度においても有意にならない．上院の
授権小委員会と下院の歳出小委員会について
は，それぞれ 2010 年度と 2006 年度に有意に
なり，その係数の符号は予測どおり正である．
つまり，特定の年度の特定の委員会について
は，平均的に委員のいる州の人口 1人あたり
の補助金受給額はいない州よりも多くなって
い る．2004 年 度，2006 年 度，2008 年 度，

2010 年度のすべての時点で有意になる説明
変数は人口規模のみである．係数は予測どお
り負になり，このことは人口の少ない，すな
わち 1票の重い州ほど人口 1人あたりの補助
金受給額が多くなっていることを表わしてい
る．1期前の人口 1人あたり補助金受給額に
ついては，2004 年度と 2006 年度については
有意な係数をもたないが，2008 年度と 2010
年度については有意な正の係数をもつ．すな
わち，2008 年度と 2010 年度については，前
期に人口 1人あたりの補助金受給額が多かっ
た州で当期も受給額が多くなっているという
傾向がある．当期と前期はそれぞれ同じ国会
期内の第 2会期と第 1会期を表わしている．
有意とならない 2004 年度と 2006 年度は共和
党が議会の多数党を占めていた時期に対応
し，有意となる 2008 年度と 2010 年度は民主
党が議会の多数党を占めていた時期に対応す
る．同じ国会期の第 1会期と第 2会期の補助
金の分配パターンは，そのときの多数党がど
ちらであるかによって異なっていたり同じだ
ったりする．他の変数で有意になるのは，
2004 年度の 2 つの地域ダミーで，中西部が
有意水準 5％で，南部が有意水準 10％でそれ
ぞれ有意となる．なお係数の符号は正となり，
ベースである西部に比べて中西部や南部の州
で人口 1人あたりの補助金受給額が多くなっ
ていることを示している．

（2）パネルデータによる分析
有意水準 5％を採用すると，主要な関心の
対象である委員会メンバーシップの中では，
上院の歳出小委員会のみが有意な正の係数を

表 3.　各変数の基本統計量（ダミー変数を除く）

* 人口は千人を単位とする
出所　著者作成
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表 4　パネルデータ分析の結果
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もつ．また，有意水準 10％を採用すると，
上院の授権小委員会と下院の歳出小委員会の
メンバーシップも有意な説明変数となる．そ
れぞれの符号は正である．すなわち，これら
の委員のいる州の人口 1人あたりの補助金受
給額は，委員がいない州のそれよりも平均的
に多くなっている．同じ上院の中では歳出小
委員会の係数の値（0.21）の方が授権小委員
会のそれ（0.15）よりも大きいが，お互いに
標準誤差 1 つ分の中に含まれ有意な差はな
い．異なる議院の同じ管轄の委員会について
比較してみると，歳出については上院（0.21）
の小委員会の係数の値が下院の小委員会のそ
れ（0.14）よりも大きいが，お互いに標準誤
差 1つ分の中に含まれ有意な差はない．授権
小委員会については，上院（0.15）と下院（0.02）
の間でお互い標準誤差 1つ分を超える差があ
る．しかも後者は有意ではない．パネルデー
タによる分析結果とクロスセクションデータ
による分析結果との顕著な差異は，クロスセ
クションデータによる分析ではいずれの年度
においても有意な説明変数とならなかった上
院の歳出小委員会のメンバーシップが，パネ
ルデータによる分析においては有意水準 5％
で有意になっていることである．それは 4つ
の委員会のメンバーシップの影響の中でもっ
とも有意性が高い．多様性のより大きいパネ
ルデータを利用することでその影響が有意な
ものとして認知できるようになったのであ
る．
人口は，パネルデータの分析結果でも有意
水準 5％で有意な説明変数になる．その係数
の符号は予測どおり負になり，人口の少ない
（1票の重い）州ほど人口 1人あたりの補助金
受給額が多くなっていることを表わしてい
る．1期前の人口 1人あたりの補助金受給額
も，有意水準 5％で有意な説明変数となり，
正の係数をもつ．すなわち，前の年に人口 1
人あたりの補助金受給額が多かった州で当期
も受給額が多くなっているという傾向があ
る．年度ダミー変数については，2006 年度が
正，2008 年度が負，2010 年度が負と予測ど
おりになるが，2006 年度は有意でなく，2008
年度は有意水準 10％で有意，2010 年度は有

意水準 5％で有意と有意性に違いが見られる．
2004 年度をベースにした場合の支出総額と各
州への分配額のリンクは 2010 年度では非常
に強く現れ，他ではその現れ方は弱い．補助
金の支出総額の変動は必ずしも分配額とリン
クしているものではないことが分かる．

7．結論
本稿の分析結果から，公園事業補助金の分
配への委員会メンバーシップの影響について
以下のことが言える．

（1）委員会メンバーシップは補助金の分配に
影響を及ぼすが，影響の現れ方は年度，議院，
管轄によって異なっている．
（2）委員会メンバーシップと補助金の分配と
の間に存在する経験的な規則性あるいは体系
的な関係を抽出するには，各時点における固
有の効果に左右されたり，標本内の変動が少
なかったりするクロスセクションデータを用
いて分析するよりもパネルデータを用いて分
析した方が良い．
（3）クロスセクションデータによる分析は，
研究者が事前に認知できない，時点に固有な
効果を抽出し，それが何から生じているのか
を探求する契機となる．

「分配理論」は単純な仮定を基礎としてお
り，そこから論理的に導出される予測は普遍
的なものである．すなわち，議院や管轄の違
いあるいは時点に固有な因子に関わらず，す
べての委員会のメンバーシップはいつでも超
過的な便益の獲得に帰結する．しかし，現実
の委員会は議院や管轄によって異質であり，
またその影響力が発揮できる機会は常に確保
されているわけではない．委員会メンバーシ
ップと便益の分配の関係を説明し予測するに
は，「分配理論」のように単純で普遍的な予
測を生みだす理論よりも，より複雑で条件依
存的な予測を生みだす理論の方が優れてい
る．
パネルデータによる分析は，議院間の制度
の差異のように中長期的に安定している予測
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因子を見出すのに適している．一方で，短期
的に変動する予測因子，例えば特定の国会期
における議院や委員会のメンバーの選好の分
布，その時々のリーダーシップ，所属政党の
多数党・少数党ステイタス，多数党と少数党
の議席差などの影響の検証にはクロスセクシ
ョンデータによる分析が適しているかもしれ
ない．そう考えると，クロスセクションデー
タを利用した分析でこれまでに得られた「混
合した証拠」は，決して仮説検証の失敗を意
味しているのではない．それはオリジナルの
「分配理論」の不足を補い，より説明力と予
測力に優れた理論を生みだすための手がかり
なのである．パネルデータ分析とクロスセク
ション分析を使い分けたり併用したりするこ
とで，より洗練された理論の構築を可能にす
る有益な経験的知見が得られるであろう．
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注
１） 「分配理論」の「分配」という用語は実証政治
学のものであり，経済学で用いられている「分
配」とは異なる意味をもっている．この言葉は，
①便益が一部の人口に集中し費用がすべての
あるいはより多くの人口に拡散すること，②
特定化された便益の分配においてある単位が
他の単位に影響を与えないことを表わしてい
る．この用語法は Lowi（1964）の「分配政治」
（distributive politics）の概念を淵源とする．
彼は，政策をその特性によって 3つ（分配政策，
再分配政策，規制政策）に分類し，政治が政
策を決定するのではなく，政策の特性が政治

過程を規定していると論じた．
２） 本 稿 で は 分 配（distribution） と 配 分
（allocation）をほぼ同義の用語として用いて
いる．こうした取り扱いは経済学者にとって
は抵抗のあるものであろう．経済学者はこれ
らの用語を区別し，前者は付加価値や所得に
ついて用いられ平等や公平などの概念とむす
びつき，後者は資源について用いられ効率と
いう概念とむすびつくものと理解しているか
らである．しかし，本稿では衡平性・公平性・
効率性のいずれも主要な問題としないし，分
配や配分という用語が用いられるときは常に
金銭を対象としている．本文中で分配という
用語が用いられるときは実現した状態を指し，
配分という用語が用いられるときはその状態
を実現する行為を指すものとする．

３） 本稿ではプールドモデルによる分析を行なうの
で州ごとの異質性は問題にしない．時点数が多
いデータが利用できるならば，固定効果（切片
の異質性）の他に，主体ごとの係数の異質性を
モデルに導入して推定することもできる．

４） パネルデータ分析の他の利点については
Baltagi（1995）を見よ．

５） 議会による連邦支出の分配は，政治的なリタ
ーンが大きいものに向かいがちで，既存の国
立公園の維持・運営のような可視性のより低
い，したがって議員たちの功績の主張に無関
係な活動は軽視される．連邦支出の分配にお
けるこのような傾向は，オペレーションに割
かれる予算を圧迫し，国立公園内の生態系に
問題を引き起こしてきた．1987 年にニューヨ
ーク・タイムズはネイチャー誌が行なった西
部の国立公園内の主要な哺乳類種の調査結果
を引用して，種の絶滅が人々が感知し予期し
ている程度を大きく超えていること，そして
それは一部の国立公園にとどまらないことを
報じた．実際，マウントレーニア，ロッキー
マウンテン，イエローストーン，ヨセミテな
ど比較的規模の大きな公園では創設後 70 ～
90 年の間に約 25％の哺乳類種が，それよりも
小さな規模の公園では 35 ～ 40％ほどの哺乳
類種が絶滅していた（Gleick, 1987）．

６） Krehbielによる批判と ShepsleとWeingast

による反論（Krehbiel, Shepsle and Weingast, 



－ 114 －

財政と公共政策　第 36 巻第 1号（通巻第 55 号）2014 年 5 月

1987），Krehbiel（2004）による再批判も見よ．
７） 固定効果モデルと変量効果モデルの分析結果
については紙幅の節約のため掲載しないが，
著者に要求すれば取り寄せることができる．

８） 上院議員は 2年ごとに議席の約 3分の 1 が改
選される．各州に 2 人の上院議員がいるが，
同じ年に 2人の上院議員の両方が選挙に臨む
ことはない．上院議員は州全体を選挙区とし
ている．

９） 連邦政府が公開しているデータ（センサス庁
の Federal Assistance Award Data Systemか
ら 入 手 可 能 http://www.census.gov/econ/

overview/go1200.html）を利用すれば，支出
データを下院の選挙区ごとにまとめることは
可能だが，これはかなり労力をともなう仕事
である．また，複数の選挙区にまたがる支出は，
選挙区ごとに分割されて公開されていないの
で，それをどのように扱うかを分析者が決め
なければならない．なお，選挙区を単位とし
た多くの先行研究では，Steinと Bickersがま
とめたFederal Domestic Outlays, 1983-1990: 
A Data Book（Stein and Bickers, 1991）のデ
ータが用いられている．

10） Catalog of Federal Domestic Assistance

（https://www.cfda.gov/）
11） 議会が特定の事業への支出を指定したり，特
定の事業を税や料金から免除することを指示
したりすることをいう．行政管理予算局（Office 

of Management and Budget）の定義によれば，
イヤーマークは議会が法律や報告書に明文で
指示した事業や計画に供給される資金で，「価
値や競争にもとづく行政府の配分過程を経る
ことを免れ，場所や受給者を特定され，さも
なければ資金配分過程の重要な側面を管理す
る行政府の能力を削ぐ」ものである．

 Office of Management and Budget（http://

earmarks.omb.gov/earmarks-public/）
12） Arnold（1981）による，分配の権限者と方法
による補助金プログラムの分類およびそれに
ついてのコメントを見よ．

13） 例えば，自然保護については League of 

Conservation Votersが，課税については
Natinal Taxpayer Unionが，それぞれ各議員
の記名投票（roll call）のデータを用いて，独

自のスコアを計算し公開している．
14） 委員会メンバーシップを外生変数として扱う
ことにも疑問があろう．ほぼすべての先行研
究でこうした取扱いがされているので本稿に
おいてもそれを踏襲したが，「分配理論」によ
れば，議員がどの委員会に所属するかは選挙
民の選好に応じて決定されるとされている．
つまり，理論的には委員会メンバーシップは
システム内で決定される変数なのである．ま
た，委員会メンバーシップが内生変数である
ならば，計量経済学的にも問題がある．いわ
ゆるセレクション・バイアスが存在すること
になるからである．これらの問題については，
別稿で論じることにする．

15） パネルデータを利用した分析では，他の説明
変数で捉えきれない個体間の異質性があって
も，時点をつうじてそれらが安定的である限
り脱落変数バイアスの影響はかなり抑制され
る．

16） 各州にある国立公園の数は，第 103 国会期
（1993 年度～ 1994 年度）のイヤーマーク補助
金の額を被説明変数にとった Frisch（1999）
や 2009 年度のアメリカ再生・再投資法の支出
額を被説明変数にとった Gimpel, Lee and 

Thorpe（2013）の分析においては，有意な係
数をもつ説明変数となっている．

17） 「過剰代表」や「歪んだ割当て」に関する研究
は他にも数多くある．代表的なものとして，
Bennett and Mayberry（1979）；Matthews, 

Shughart and Stevenson（2009）；Hoover 

and Pecorino（2005）；Larcinese, Rizzo and 

Testa（2010）； Hauk and Wacziarg（2007）
などがある．

18） 特に下院の歳出小委員長は，大きな影響力を
もっていると考えられており，しばしば「枢
機卿」（cardinals）と呼ばれる．彼らが最初
の歳出法案を作成し，議員から申請のあった
イヤーマークのうちどれを法案に含めるかを
直接的に選択できる権限をもっているからで
ある．

19） 所得に関するデータを除いた分析は，各州の
財政能力の差異をコントロールしていないと
いう点では問題である．例えば，Outdoor 

Recreation, Acquisition, Development and 
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Planningにも Historic Preservation Grants-

in-Aidにも，補助金の受給側に事業にかかる
費用の一定割合を負担することを求めるマッ
チング規定がある．前者が 50％以上，後者が
60％以上の自己負担を求めている．マッチン
グ規定があると，通常は各州の財政能力の差
異が補助金獲得能力の差異に反映されると考
えられる．米国のデータを分析すると，州の
財政能力を歳入の規模あるいは州民の平均所
得で測定した場合，人口規模はこれらの変数
と非常に高い相関を示す（相関係数はほぼ 1
となる）．このことは，人口規模の大きなとこ
ろで傾向的にこれらの補助金の受給総額も大
きいということを表わしている．もし補助金
を用いて供給される財（本稿の例では公園）
の生産に規模の経済があるのであれば，人口
規模と 1人あたり補助金受給額の負の関係は
それから生じている可能性もある．補助金総
額を人口規模で割ったときに分母である人口
規模の方がより多様であるならば，人口と 1
人あたり補助金受給額が負の関係をもつから
である．しかし，①自然公園，歴史公園はそ
れぞれ相当離れて点在すること，②それぞれ
の公園に高度な独立性があることから，人口
と 1人あたり補助金受給額の負の関係を規模
の経済だけで説明することは難しい．実際に
は，規模の経済の効果と 1票の重みあるいは
そこから生じる政治的影響力の効果を峻別す
ることは難しい．この問題は本稿の分析の主
題ではないので，将来の課題としたい．

20） http://nrhp.focus.nps.gov/natreghome.

do?searchtype=natreghome

21） 紙幅の節約のため相関行列は示さない．希望
する者は，著者に要求すれば手に入れること
ができる．
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